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安全で安心して暮らし続けられるまち

環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

ごみの減量と再資源化の推進

ごみの発生抑制の推進

家庭系ごみ減量推進事業

環境局

環境保全推進課

087-839-2393

平成 年度～28

生ごみ処理機等購入補助基数 基

生ごみ処理機等使用による生ごみ減量値（推定） ｋｇ

平成 年度（ 年度決算分）29 28
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　環境への負荷の低減と限りある資源の有効利用による持続可能な「循環型社会」を形成していくことが強く求められており、
ごみの発生抑制やリサイクルをすすめることが重要となり、一人ひとりがごみに対する意識を高め、ごみに責任を持つことが求
められている。このようなことから、家庭から出るごみの減量化を推進するため、生ごみ処理機等購入を補助している。平成２
１年度に制度の改正を行い、補助申請を行ってから５年を経過し、新たに買い替える場合も補助対象としている。
・生ごみ堆肥化容器購入補助　　１基当たり購入額の１／２　上限　　３０００円　１世帯２基

　生ごみ処理機等の購入補助のうち、生ごみ堆肥化容器は、１世帯につき２基まで、補助限度額は、３，０００円、補助率は、

　ごみを排出する市内の全世帯および家庭系可燃ごみの量

　各家庭に「生ごみ堆肥化容器」や「生ごみ処理機」の購入を促し、家庭から生ごみを排出する際に、積極的に使
用してもらうことにより、１基当たり年間推計１１７．１Ｋｇの生ごみの減量化を目指すとともに、本市焼却施設
・最終処分場の延命化にも繋げていく。

・生ごみ処理機　　　　　　　　１基当たり購入額の１／２　上限２０，０００円　１世帯１基

　生ごみ処理機等使用による年間推定生ごみ
減量値（Ｋｇ）＝年間補助基数×１世帯が排
出する年間推計生ごみ量１１７．１Ｋｇ／基
　平成２８年度の成果目標値２６，９３３Ｋ
ｇを中期目標値とする。なお、平成２８年度
の目標達成度は、１１５．６パーセントであ
った。

平成 年度35

H29

H29
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年度29 購入価格の１／２の補助要件、　生ごみ処理機は、１世帯につき１基、補助限度額は、２０，０００円、補助率は、購入価格の
１／２の補助要件で、購入補助を実施する。

％115.6

点35

平成 年度（決算）26 平成 年度（決算）27 平成 年度（決算）28 平成 年度（予算）29

6,597 5,305 6,462 6,336

2,537 1,850 2,536 2,410

4,060 3,455 3,926 3,926

Ａ 継続

　平成２８年度は、家庭から出る生ごみの減量化推進のため、生ごみ処理機等２６６基に対して購入補助を行った。これは、対平成２７年度
比で、３６基、１５．７ポイントの増加である。

　平成２８年度に引き続き、家庭から出る生ごみの減量化推進のため、生ごみ処理機等に対して購入補助を継続するとともに、平成２９年度
において、他都市の事例等も踏まえた上で、補助内容を精査し、見直していく。
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